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はじめに

国土交通省住宅局は、本年２月10日、「原

状回復をめぐるトラブルとガイドライン（改

訂版）以下、「国のガイドライン」という。」

を公表した（平成10年に発表されたガイドラ

インの改訂版）。これは、「賃貸住宅標準契約

書、民法、判例などの考え方を踏まえ、原状

回復をめぐるトラブルの未然防止と円滑な解

決のため、契約や退去の際に貸主・借主双方

が予め理解しておくべき一般的なルール等を

示したもの」とされ、未然防止措置の重要

性・必要性の指摘とともに、原状回復義務の

負担のあり方を示している。

一方、東京都は、２月６日、民間賃貸住宅

に関する「東京ルール」（都住宅局発表「民

間賃貸住宅に関する「東京ルール」の推進に

ついて」）を発表し、これを推進するため、

３月31日には、都内の賃貸住宅について賃貸

借契約の時点で、媒介・代理として契約に係

わった宅地建物取引業者は、入居中の修繕や

退去時の損耗等の復旧等について入居予定者

に対する事前説明を義務づけた、「東京にお

ける住宅の賃貸借に係る紛争の防止に関する

条例（「賃貸住宅紛争防止条例」。以下、「本

条例」という。）」を規則とともに定めた。本

条例は、10月１日から施行されている。

また、宅建業者が「説明を適正に行うため

に必要な事項」（本条例施行規則第２条の規

定による説明を行う際の具体的内容）を、都

知事が定め、それを盛り込んだ説明書モデル

とともに７月１日に公表、業界団体に通知し

た。さらに、９月16日には、東京都「賃貸住

宅トラブル防止ガイドライン」（以下、「東京

都版ガイドライン」という。）を作成した。

国のガイドラインが、明け渡し時の原状回

復義務に焦点をあてた内容のものであるのに

対して、都の条例は、明け渡し時の原状回復

のみならず、入居期間中の修繕義務負担につ

いても基本的考え方を明示し、媒介・代理に

よって賃貸借契約に係わる宅建業者に、①退

去時の損耗等の復旧に関する事項、②入居中

の使用収益に必要な修繕等について、書面に

よる説明を義務づけしたことに特色がある。

原状回復をめぐる最近の動向は、経営者と

入居者の契約関係はもちろん、宅建業者の業

務のあり方や賃貸住宅市場の今後の動向にも

影響を与えることが予想されている。

原状回復義務についての基本的考え方や当

事者の負担義務等のあり方については、両者

には差異がないと思われるが、国のガイドラ

インと本条例及び東京都版ガイドラインにつ

いて、その概要とポイントを整理してみた。

実務の参考になれば幸いである。なお、本稿

中、意見に係わるものは個人的な見解である

のでお断りしておく。

国と都のガイドラインの考え方

１　原状回復義務の考え方と負担区分

盧 原状回復義務の考え方
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国のガイドラインは、建物の損耗等（損

耗・毀損）を建物価値の減少と位置づけ、損

耗等を以下

のように、３区分した。

①　建物・設備等の自然的な劣化・損耗等

（経年劣化）

②　賃借人の通常の使用により使用ずる損耗

等（通常損耗）

③　賃借人の故意・過失、善管注意義務違反、

その他通常の使用を超えるような使用によ

る損耗等

その上で、裁判例や学説等の考えに基づき、

③が賃借人の負担すべきものとし、原状回復

とは、「賃借人の居住、使用により発生した

建物価値の減少のうち、賃借人の故意、過失、

善管注意義務違反、その他通常の使用を超え

た使用による損耗・毀損（以下「損耗等」と

いう。）を復旧すること」と定義している。

東京都版ガイドラインも、「原状回復とは、

退去の際に、借主の故意・過失や通常の使用

方法に反する使用など、借主の責任によって

生じた住宅の損耗やキズ等を復旧すること」

（東京都版ガイドラインＰ６）」としており、

基本的に両者は同じ考え方である。従って、

上記①、②の通常損耗・経年劣化による損耗

等の補修・修繕は賃貸人負担ということにな

る。

２ 「損耗・毀損の事例区分（部位別）一覧

表」（国）と「貸主・借主の負担区分の一

覧表」（都）について

当該損耗等を賃借人が負担するのか、賃貸

人の負担なのか判断する場合、「通常の使用」

となるのか否かの判断が重要である。しかし、

生活スタイルの多様化等により、通常損耗の

事例範囲は極めて広く、一般的判断基準とし

て定義することは困難である。

このため、国のガイドラインは、国民生活

センター等の苦情・相談事例の中から、「通

常損耗」になるかどうかトラブルになりやす

い一般的な事例を取り上げ、

① 「通常の住まい方、使い方をしていても

発生するものと考えられるもの（Ａ）」

② 「使い方次第で発生したりしなかったり

するもの（明らかに通常使用による結果と

はいえないもの）（Ｂ）」に大区分し、

①について、

ア.「次の入居者を確保するための化粧直

し、グレードアップの要素があるもの

（Ａ（＋Ｇ））」

イ.「賃借人のその後の手入れ等管理が悪

く発生、拡大したと考えられるもの

（Ａ（＋Ｂ））」

に小区分し、裁判例等を踏まえた一定の評

価を加えて別表「損耗・毀損の事例区分（部

位別）一覧表」として掲げている（国のガイ

ドラインＰ17～21）。

都のガイドラインは、上記①とアを「貸主」

負担とし、②とイについては「借主」の負担

として二区分に分類整理し、国と同様な評価

を加えている（同Ｐ16～17）。両者の区分表

に加えられた評価に大きな差異はないと考え

られる。

これらの区分表等により、当事者は、自分

の置かれた状況をこの表に当てはめて、当該

損耗等の程度・状況から見ると、どの区分に

該当することになるか、負担義務の有無等に

ついて確認し、また、当事者で協議する場合

の参考とすることが出来る。

なお、国のガイドラインは、経過年数は、

設備等の補修・交換の実施時期がまちまち

で、賃貸人、管理業者も完全に把握している

ケースは少なく、賃借人は確認できないから、

「入居年数」に置き換える方法を代替として

提案しているが、都のガイドラインにおいて
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は、経過年数については示されていない。

３　賃借人負担の場合の負担対象範囲（負担

割合）の考え方　

原状回復・敷金精算トラブルをみると、損

耗等の負担を賃貸人・賃借人のどちらが負担

するかという問題の他に、賃借人の不注意に

よるものとしてもどの程度負担をするか（負

担割合）が常に問題となる。賃借人の不満の

多くが、ある程度の負担は予想したが、請求

された金額がこれを相当程度上回り、根拠も

曖昧のまま一方的に請求され、場合により、

敷金に加えてさらに不足金額を請求されるケ

ースである。

国と都の両ガイドラインは、賃借人に原状

回復義務がある場合でも、修繕等の費用の全

額を当然に賃借人が負担することにはならな

いとする。

その根拠として、国のガイドラインは２つ

の理由を掲げる。

①　経年変化を考慮する

経年変化・通常損耗は新築物件の入居を除

いて必ず発生している。これらは賃料として

支払われているから、賃借人の負担から除か

れるべきもの。だから、補修においても建物

や設備等の経過年数を考慮し、年数を経過し

たものほど費用の負担割合を減少させるべき

である。

注：経過年数による減価割合については、

「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」

（昭和40年３月31日大蔵省令第15号）を参

考。例えば、カーペットの場合、償却年数

は、６年で残存価値10％となるような直線

（または曲線）を描いて経過年数により賃

借人の負担を決定する。年数が経つほど賃

借人の負担割合は減少する。

②　工事可能な最低限の施工単位とする

原状回復は、毀損部分の復旧であるから、

可能な限り毀損部分に限定し、その部分の補

修工事が可能な最低限度を施行単位とするこ

と。補修工事が最低限可能な施行単位に基づ

く費用相当分が、負担対象範囲の基本である。

一方、都のガイドラインも、「費用負担に

ついても、毀損部分の補修工事に必要な施工

の最小単位に限定され」、「経過年数を考慮」

するとして、「借主の負担単位（一般的な考

え方）※参考：国土交通省「原状回復ガイド

ライン」別表２賃借人の原状回復義務等負担

一覧表」としているから、負担割合・負担対

象範囲の考え方も同じと考えて良い（クロス

の部分的な破損の場合の借主負担についての

考え方も差異がない）。ただし、都のガイド

ラインにおいては、経年変化の具体的な算定

方法までは明示されていない。

４　特約について

両ガイドラインとも、強行法規に反しない

ものであれば、契約自由の原則から契約内容

は、原則として当事者間で自由に決めること

が出来ること、しかし、経年変化や通常損耗

の修繕義務等を賃借人負担させる特約は、判

例等によれば、以下の三つの要件を満たして

いることが必要であるとしている。

①　特約の必要性があり、かつ、暴利的でな

いなどの客観的、合理的理由が存在するこ

と

②　賃借人が特約によって通常の原状回復義

務を超えた修繕等の義務を負うことについ

て認識していること

③　賃借人が特約による義務負担の意思表示

をしていること

５　賃貸住宅紛争防止条例

盧 宅建業法と国のガイドラインにおける業

者の義務

宅建業者が賃貸借を媒介、代理するとき、
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宅建業法は、法第35条第１項第12号の規定を

受けて「敷金等、契約終了時において精算す

ることとされている金銭精算事項（業法施行

規則第16条の４の２の第７号）を説明するよ

う定めている。

※（業法施行規則第16条の４の２の第７号）

「敷金その他いかなる名義をもって授受さ

れるかを問わず、契約終了時に精算されるこ

ととされている金銭の精算に関する事項」

国のガイドラインは、「宅建業者が賃貸借

を媒介、代理するとき、当該業者は、重要事

項説明における「解約時の敷金等の精算に関

する事項には」原状回復に係る事項が含まれ

るものであることを認識しておく必要があ

る。」こと、「契約書の作成に際し、業者は、

原状回復の内容等について、標準契約書や本

ガイドラインを参考にして、重説事項及び契

約事項として当事者に十分説明することが望

まれる」と指摘している。

盪 都条例における業者の説明義務（義務づ

けられた説明事項）

都の条例の特色は、前述したように、媒

介・代理として都内の賃貸住宅の賃貸借契約

に係わる宅建業者に、退去時の損耗等の復旧

に関する事項、使用収益に必要な修繕等につ

いて、書面による説明を義務づけしたことに

ある。

その背景理由として、「都の相談窓口には、

退去時の敷金精算や入居期間中の修繕・維持

管理に係るトラブルなど、苦情相談が多数寄

せられている」ことから、民間賃貸住宅をめ

ぐるトラブルの未然防止という観点から、

「原状回復等に関する民法など法律上の原則

や判例により定着した考え方を宅地建物取引

業者が説明することを義務づけた」ものとさ

れている。

条例等（規則、賃貸住宅紛争防止条例に基

づく説明書（モデル）を含む）によれば、都

内の賃貸住宅について、賃貸借の代理または

媒介をする場合、宅地建物取引業者は、借り

ようとする者に対して、宅建業法35条の重要

事項説明に併せて、次の①～④の事項につい

て書面を交付して説明しなければならないこ

とを定め、説明の全部又は一部を行わなかっ

たとき等については、知事が指導、勧告でき

ること、正当な理由なく勧告に従わないとき

には、その旨を公表出来ることとされている。

①　退去時の通常損耗等の復旧は、貸主が行

うことが基本であること

②　入居期間中の必要な修繕は、貸主が行う

ことが基本であること

③　賃貸借契約の中で、借主の負担としてい

る具体的な事項

④　修繕及び維持管理等に関する連絡先

また、条例に基づく前記説明書（モデル）

によれば、

Ａ.（退去時）原状回復については、

①　費用負担の一般原則：○経年変化・通常

使用の損耗等の復旧は賃貸人の費用負担

○故意・過失、通常の使用方法に反する使

用等賃借人の責めに帰すべき事由により生

じた損耗等の復旧は賃借人の費用負担

②　例外としての特約　：合意により、①の

一般原則と異なる特約を定めることができ

るとされているが、すべて認められるわけ

ではなく、無効となることもあること。

③　賃借人の負担内容　：特約ない場合に

は、①の一般原則による費用のみであるこ

と、特約ある場合には、①の一般原則によ

る費用の他、特約により賃借人が負担する

具体的な内容

Ｂ.（入居中）修繕については、

①　費用負担の一般原則：○使用及び収益に

必要な修繕は賃貸人の費用負担

○故意・過失、通常の使用方法に反する使

38
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用等賃借人の責めに帰すべき事由により生

じた修繕は賃借人の費用負担

②　例外としての特約　：合意により、①の

一般原則と異なる特約（小規模修繕につき

賃貸人の修繕義務免除等）を定めることが

できるとされていること。

③　賃借人の負担内容　：特約ない場合、①

の一般原則による費用のみであること、特

約ある場合には、①の一般原則による費用

の他、特約により賃借人が負担する具体的

な内容

Ｃ. 入居期間中の設備等の修繕及び維持管

理等に関する連絡先となる者については、

氏名、住所、連絡先電話番号

をそれぞれ明記することとし、紛争の未然防

止のため、説明書の内容については、賃貸人

にもできる限り説明して確認をとっておくこ

とが望ましいとしている。

おわりに

東京都においては、本条例を「説明条例」

といっている。国のガイドラインや宅建業法

の前記規定の運用状況と併せて考えるとき、

トラブル防止に積極的に取り組む第一線の部

署としての姿勢がにじみ出ていると評価する

人もいる。

国は、「東京都のガイドラインは、原状回

復の考え方を周知徹底し普及を進めることに

なりトラブルの防止等のためにも意義のある

ことだと」して、都の対応を歓迎している。

東京都の賃貸住宅紛争防止条例は10月１日

から新規の住宅賃貸借契約（更新契約は除外）

に適用される。賃貸住宅市場の更なる透明性、

合理性のために宅建業者の果たす役割が期待

されているといえよう。また、埼玉県、千葉

県及び神奈川県の宅建業法所管部署において

も、業界団体に対して、原状回復に係る紛争

の未然防止のため、重要事項説明における

「契約終了時において精算することとされて

いる金銭の精算に関する事項」の留意点とし

て、原状回復の考え方や特約の要件の必要性

について確認するとともに、平成５年の建設

省賃貸住宅標準契約書の活用について、あら

ためて協力依頼したと聞いている。

地方にはそれぞれの住宅事情があり、背景

となる事情の相違はあるが、都条例の施行後

の状況に注視したい。

（研究理事・調査研究部長）




